
2020 年 11 月 12 日 

（一社）日本旅行業協会 

 

新型コロナウイルス影響下における 

訪日に関する意識調査の実施について 

 

 

実施目的：国内受入事業者の訪日旅行受入にあたっての条件を、 

アンケート実施により客観的データとして取得し、レジャートラッ 

ク再開に向けたきっかけとする。 

また定期的に実施することにより、受入れ意識の時間軸による変化も

確認する。 

 

対象  ：全国の観光関連事業者、自治体、DMO 等 

 

実施時期：  第 1 回目 2020 年 10 月 

第 2 回目 2021 年 1 月（予定） 

第 3回目 2021 年 4 月（予定） 

 

実施方法： 旅行会社パートナー企業、並びに業界紙 4社のメルマガ登録者への

WEB アンケートと紙面告知により実施。 

 

実施主体：一般社団法人 日本旅行業協会 

公益社団法人 日本観光振興協会 

 

後援  ：日本政府観光局（JNTO） 

 

協力  ：トラベルボイス株式会社 

     株式会社観光経済新聞社 

     株式会社トラベルジャーナル 

     株式会社航空新聞社 

 

調査実施会社：株式会社 JTB 総合研究所 



2020年11月6日（金）

インバウンド旅行客受入再開にむけた意識調査
報告書

実施主体：一般社団法人日本旅行業協会
公益社団法人日本観光振興協会

後 援 ：日本政府観光局



実施主体：一般社団法人 日本旅行業協会（JATA）
公益社団法人 日本観光振興協会（JTTA）

後援： 日本政府観光局（JNTO）

協力： トラベルボイス株式会社
株式会社観光経済新聞社
株式会社トラベルジャーナル
株式会社航空新聞社

調査実施会社：株式会社JTB総合研究所

新型コロナウイルス影響下における訪日に関する意識調査の実施



回答者属性

• 回答者属性では、宿泊事業者が最も多く、次いで輸
送事業者となる。事業拠点は東京都、大阪府と京
都府にある事業者が多い。
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事業形態
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N=315

回答数：460人（2020年10月31日時点）



36.7%

9.1%

48.9%

5.2%

これまでインバウンドを積極的に受け入れていなかった

インバウンド受入が日本人受入よりも多かった

インバウンドと日本人の受入はほぼ同等であった

日本人受入の方がインバウンド受入よりも多かった

受入利用客の構成

• コロナ禍以前に受入れた利用客の構成では、「インバウンド受入が多かった」 「日本人と同等であった」の割合
が合計約46%を占めた。
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コロナ禍以前（2019年12月以前）における訪日外国人と日本人の利用割合

N=460



83.0%

14.6%
0.2%

ある

大いにある

2.2%

ない 負の影響は受けず、コロナ禍以前よりもむしろよくなった

ビジネスへの影響

• 新型コロナウィルスの感染拡大により、8割以上の回答者が大きな影響を受けている。影響を受けている回答者
は合計約98%を占めている。
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新型コロナウィルス感染症よりビジネスへの影響

N=460



インバウンド観光客受入再開
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74.9%

71.7%

58.1%

49.5%

42.1%

40.9%

36.7%

33.7%

31.3%

23.6%

23.4%

23.2%

21.9%

18.2%

17.7%

16.3%

15.0%

15.0%

10.8%

10.8%

10.8%

10.1%

10.1%

7.9%

7.6%

7.1%

5.9%

3.4%

2.0%
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37.5℃以上の発熱、咳、倦怠感等の症状が見られ感染症が疑われる場合の旅行の離団

ワクチンの開発、あるいは予防接種の開発

日本への入国が可能な全国際空港、および全港でのPCR検査の全実施

国として訪日のお客様を受け入れる指針が明確であること

行程や衛生が一定程度管理されたツアーの企画・造成

日本入国時の陰性証明書持参

旅行開始から終了までマスク着用、手洗い、うがい、手指消毒の実施

お客様自国出国時のPCR検査の実施

各都市・各地域における医療体制構築（旅行中にPCR検査陽性反応が出た場合の治療体制の整備）

観光客の連絡先追跡アプリの利用

日本滞在期間中における検査体制（PCR検査や抗原検査の実施態勢）の構築

外国人観光客と新型コロナに関する円滑なコミュニケーション能力

旅行中に観光客が新型コロナウィルスに感染した場合において、
事業者・旅行会社による対応の役割分担が明確化されていること

事業者向けの保険制度（補償体制）の構築

新型コロナウイルス接触者確認アプリの利用

従業員の感染リスク低減策の策定

旅行中にPCR検査陽性反応が出た場合、あるいは濃厚接触者である際に途中離団のキャンセル規定の明確化

風評被害払拭

住民の感情への配慮

Webチェックイン、オンライン予約や決済（QRコードや電子マネー）等の非接触型サービスの導入

感染防止策の一環であるソーシャル・ディスタンスが常に確保可能な環境整備

毎日の体温計測と体調管理の報告

観光客の自国での新型コロナウィルスへの補償が含まれる海外旅行保険の開発

突然の日本への入国制限発令による予約キャンセルに対して、ルールに則った負担を予約者に求める対応

移動中の車内や機内において会話の自粛や小声での会話

公共交通機関ではない輸送手段(貸切バス／ハイヤー等）を利用するお客様の受入

日本人観光客受入とのバランス

「非接触」でのコミュニケーションツールの導入（QR音声ガイダンス・スマホアプリを活用した音声ガイダンス等）

その他

N=406インバウンド観光客受入再開に当たって、重要だと思われる対策



インバウンド観光客受入再開

前問において選択された重要事項が解決されることを前提とした場合、今後インバウンド
観光客受け入れを再開されたいとお考えでしょうか。
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N=399

•重要事項が解決されることを前提とした場合、今後インバウンド観光客受
け入れを再開したい回答者が96%を超えている。

96.5%

はい

3.5%

いいえ



インバウンド観光客受入再開

• 2021年4月以降には受入再開をしたい回答者が最も多く、次いで来年3月までに再開したいという回答となった。
6月までの受入の再開希望は合計約8割を占める。
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17.4%

27.9%

32.3%

10.4%

6.5%

1.6%

3.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

2021年3月までには受入を再開したい

2020年年内には受入を再開したい

2021年4月以降に受入を再開したい

2021年７月以降に受入を再開したい

2022年１月以降に受入を再開したい

2021年10月以降に受入を再開したい

受入再開は2022年4月以降になると考えている

N=384インバウンド観光客受入再開を希望する時期



インバウンド観光客受入再開

• インバウンド受入再開を想定される地域において、72％の回答者が台湾からの観光客を受け入れを想定。次いで
香港、中国となり、タイ、シンガポールを含めたアジア圏、近・中距離の地域からの受入を想定する傾向がみられる。
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N=381インバウンド観光客受入再開を想定する地域（複数回答）
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インバウンド観光客受入再開

• 受入を希望する旅行スタイルについては、「個人レジャーの旅程管理型旅行 」 「団体レジャーの旅程管理型旅行」
の順で優先度が高い。
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31.9%

18.6%

3.2%

28.4%

2.2%

15.7%

14.9%

34.6%

13.5%

14.6%

7.0%

15.4%

5.7%

19.5%

19.5%

20.8%

16.2%

18.4%

14.9%

9.5%

24.9%

15.9%

21.9%

13.0%

7.8%

14.6%

20.8%

10.8%

27.8%

18.1%

24.9%

18.1%

9.5%

24.9%

19.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

団体レジャー 自由型旅行

3.2%

個人レジャー 自由型旅行

個人レジャー 旅程管理型旅行

6

団体レジャー 旅程管理型旅行

MICE需要での自由型旅行

MICE需要での旅程管理型旅行

54321

(N=370)受入を希望されるインバウンド観光客の旅行スタイルの優先順位

優先順位 スコア

③ 3.74

② 4.05

① 4.24

④ 3.39

⑤ 2.99

⑥ 2.59



インバウンド観光客受入再開

• 受入を再開したい、とした回答者において、すでに実施している対策のうち、「従業員の感染リスク低減策」および
「ソーシャルディスタンスを確保できる環境の構築」が最も多く、いずれも6割を超えている。
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65.2%

63.5%

24.4%

24.1%

17.6%

15.6%

11.9%

11.9%

9.9%

8.8%

4.8%

4.5%

2.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新型コロナウイルス接触者確認アプリを利用している。

感染防止策の一環であるソーシャル・ディスタンンスを確保できる環境を構築した。

従業員の感染リスク低減策を策定した。

住民の感情への配慮を考えて受入を行っている。

外国人観光客と新型コロナに関するコミュニケーションについても問題なく対応可能である。

Webチェックイン、オンライン予約や決済（QRコードや電子マネー）等の
非接触型サービスを導入した。

突然の日本への入国制限発令による
予約キャンセルへの対応策も講じている。

検査体制（PCR検査や抗原検査の実施態勢）に問題がないと考えている。

地域の医療体制が十分である

その他

観光客の連絡先追跡アプリを利用している。

「非接触」でのコミュニケーションツールを導入した
（QR音声ガイダンス・スマホアプリを活用した音声ガイダンス等）。

風評被害への対策を講じている。

事業者向けの保険制度（補償体制）に対して懸念事項はないと考えている。

N=353受入再開に当たり既に取っている対策



インバウンド観光客受入再開

• 受入を再開したくない、と回答した事業者において、事業者向けの補償体制が不十分であること、非接触コミュニ
ケーションツール導入が不十分であること、等が再開の障壁と感じている。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社来訪以前の立ち寄り箇所（宿泊施設・交通手段・飲食店・入場観光施設等）での
消毒が徹底されているのか否かの判断が困難だ。

75% 25%

75%

COVID-19に関するワクチンや予防接種が研究・開発が先決だ。

17%

感染防止策の一環であるソーシャル／フィジカル・ディスタンス確保が不可能だ。

25%

67%
旅行中にPCR検査陽性反応が出た場合、

あるいは濃厚接触者である際に途中離団のキャンセル規定が明確でない
33%67%

83%

50%

地域の医療体制が不十分だ。

観光客（様々な国）の接触（コンタクト）追跡アプリへの理解が不十分だ。

外国人も受け入れたいという気持ちはあるが、既に日本人観光客受入で手一杯だ。

50%

17%

92%

旅程の管理（行程管理・衛生管理等）が不明瞭だ。

Webチェックイン、オンライン予約や決済（QRコードや電子マネー）等の
非接触型サービスの導入が不十分だ。

75%

33%

8%

67%

83%

50%50%

新型コロナウィルス接触者確認アプリの導入が不十分だ。 67%

従業員の感染リスク低減策整備が不十分だ。

83%

事業者向けの保険制度（補償体制）が不十分だ。

25%突然の日本への入国制限発令による予約キャンセルが懸念材料だ。

25%

いいえ

75%風評被害が心配だ。

33%

8%

17%

92%

観光客自国（発地）の感染状況（感染者数の状況）が心配だ。

非接触でのコミュニケーションツールの導入が不十分だ。

17%

33%

国や地域行政における検査態勢（PCR検査や抗原検査の実施態勢）が不十分だ。

住民感情への配慮（住民の外国人受入への理解獲得）が困難だ。

17%83%インバウンド観光客を受け入れる際の日本人観光客の感情が心配だ。

42%

17%

17%

83%外国人観光客と新型コロナに関するコミュニケーションが課題だ。

83%

83%

はい

58%

N=12受入再開の障壁



感染予防対策

• アルコール消毒やマスクの着用、利用者の検温など感染予防対策がとられている傾向がみられる。
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78%

76%

67%

58%

52%

42%

39%

37%

36%

31%

28%

24%

22%

23%

24%

20%

18%

15%

5%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

施設やサービス利用時にお客様に対しコロナ対策ガイドラインが施設・設備内に掲示されている。

施設やサービス利用前にお客様に対してコロナ対策ガイドラインを自社HPや施設内掲示等を通じてコミュニケーションを実施している。

施設（入退場・入退館）、車両（乗下車時）のアルコールなどによる適切な消毒を実施している。

手洗いや消毒マニュアルを施設・車両内に掲示している。

お客様に対し従業員のマスク着用実施の案内（掲示含む）をしている。

HP上や施設利用時の際にコロナ対策に関するお客様が不安に感じられる点や
質問に対し真摯かつ適切に対応する姿勢をお客様へ伝えている。

利用者の検温を実施している。

施設内における身体的・物理的距離（フィジカル・ディスタンス）のルールを策定し、実施している。

感染者の発生時の対応やお客様がガイドラインを遵守いただけない場合なども想定し、
従業員がお客様からの疑問や不安に対して答えられるよう研修を行い、様々な局面に備えている。

食事箇所でのコロナ対策ガイドライン（配膳、消毒、清掃）を作成し、実施している。

決済時の接触を最小限にするために、従業員は手袋やトレイを利用している。

食事箇所におけるビュッフェ実施方法の改善や工夫（手袋配布、
スタッフによる取り分け、ドリンクバーの定期的な清掃等）している。

食洗機の利用等の食器類の洗浄を強化している。

卓上に置かれるものを最小限化・個包装での提供を実施している。

音声ガイダンス等の非接触型コミュニケーションツールの導入している。

施設・ホテル・レストラン・車内・機内への分散入場／退場や搭乗／降機の実施している。

Webチェックイン、オンライン予約や決済（QRコードや電子マネー）等の非接触型サービスを導入している。

その他

感染発症時に備え、医療機関等のパートナーと協力や緊急時対応計画を作成している。

前売り販売、入場時間制限、小グループ化等の密をつくらない取組を推進している。

N=323現在実施しているお客様向け感染予防対策事例



感染予防対策

• 日本人・外国人を問わず、観光客受入に際し参照されているガイドラインや感染防止策について。
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N=316現在参照しているガイドラインや感染防止策（回答より一部抜粋）

【参照しているガイドライン】
・国土交通省による業種別ガイドライン
・厚生労働省のホームページ
・外務省のホームページ
・各都道府県策定のガイドライン
・旅客船事業のガイドライン
・日本バス協会ガイドライン
・旅館・ホテル協会 ガイドライン
・厚労省・日本バス協会のガイドライン
・全国ハイヤータクシー連合会のガイドライン
・業界のガイドラインを利用
・自社基準を設け対応
・遊園地・テーマパークにおける新型コロナウイルス
感染拡大予防ガイドライン
・全国ホテル旅館生活衛生同業組合
・日本博物館協会等のマニュアルを参照

【感染防止策】
・マスク着用・消毒の徹底・検温
・フェイスシールド
・独自のガイドラインを作成し、利用者に配布
・立ち位置の表示
・店舗内への入室規制及びアクリル板越しでの接客
・館内のお客さま高頻度接触部位についての消毒を徹底
・ソーシャルディスタンス
・出入口でのサーモグラフィーの実施
・出庫前検温、手の消毒、定期的車内換気・消毒、帰庫後
車内消毒(オゾン・アルコール）



感染予防対策

• 感染予防対策についてどのような手段を用いてお客様にお伝えしているか。
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N=316お客様への伝達手段について（回答より一部抜粋）

【感染防止策のお客様への伝達手段】
・バス車内掲示
・自社ホームページ上で告知
・入場口にてスタッフによる説明
・自店舗入り口等に案内を掲示／自社HP上で告知共用
・飛沫防止シートの設置や手指消毒、マスクの着用を求めている。
・ピクトグラムの使用
・自治体が発行する対策実施シートの掲示／自社HPで告知
・予約時のコミュニケーション
・事前に旅行会社様へ情報提供
・事前に案内メールを送付
・チェックイン時にフロントにて告知
・エレベータ、店頭などに案内掲示
・車内に除菌・消毒の掲示と厚労省からの指導事項を提示している
・各空港に案内の掲示／HP上での告知



感染予防対策

• 従業員に向けて、アルコール消毒を実施している回答者は88％を占めて、最も一般的に取られている予防対策と
なっている。
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手洗いマニュアルの作成している。

ガイド、ドライバー等の従業員向けに業務遂行上のQ＆Aも含むガイドラインを策定し実施している

アルコールなどによる適切な消毒を実施している。

感染防止のためのアクションリストやチェックリストの作成している。

事務所内における身体的・物理的距離（フィジカル・ディスタンス）のルールを策定し、実施している。

健康診断を含む従業員の健康に関するコロナ対策ガイドラインを策定し、実施している。

感染可能性のある従業員に対する自宅待機ルール策定し、そのルールを実践している。

サービス提供時に一貫してお客様の感染予防策（身体的接触ルール、食事の取り分け、食器類の扱い、
服装、マスクと手袋の着用等）を取れるよう、必要な情報、ツール、装備等を従業員へ提供している。

フェイスシールドやパネル備品準備等の執務スペースでの従業員の安全を確保する環境を整備している。

政府や業界ガイドラインの遵守奨励と、定期的な従業員の健康状態のモニタリングを実施している。

休憩場所や待機場所等のバックオフィスで待機する人数制限ルールを策定し、実施している。

サービス提供時に一貫してお客様の感染予防策（同上）を提供できるよう、必要な研修を実施している。

その他

N=293現在実施している従業員向けの具体的な感染予防対策事例



総括

• インバウンド観光客の受入再開に向けた重要事項として、「ワクチン・予防接種の開発」とともに「国の指針が明確であること」が上位。
加えて、PCR検査実施や陰性証明持参など、国際的な往来再開に向けた運用ルールに係る面が重要視されている。

• 上記をはじめとした重要事項が解決された場合、96%を超える回答者がインバウンド観光客の受入を再開したいと考えている。

• インバウンド観光客の受入再開を希望する時期は、「2021年4月以降（4～6月）」が32%、次いで「2021年3月まで」が27%と上位。

2021年6月までの受入再開を希望する回答者は、合計8割を占める。

• 受入再開を想定する地域については、台湾、香港、中国、タイ、韓国、シンガポールが上位で、東・東南アジア諸国からの受入につ
いて想定する傾向がみられた。

• 受入を希望する旅行スタイルについては、「個人レジャーの旅程管理型旅行」 「団体レジャーの旅程管理型旅行」の順で希望優先度
が高い。

行程の管理がなされた「旅程管理型旅行」の形態が、安心・安全につながると受入側は考えている。

• 既に実施している感染対策としては、「従業員の感染リスク低減策の策定」 「ソーシャルディスタンス確保」の回答がともに6割以上。
アルコール消毒やマスクの着用、利用者の検温なども上位で、基本的な感染予防については対策が取られている傾向がみられる。
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国内事業者/自治体において、インバウンド旅行者の早期受入に積極的なスタンスがみられる。
また、訪日再開に向けた指針の明確化と同時に、現段階においては安心・安全につながる「旅程管理型」の旅行が求められている。


